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は　じ　め　に

この報告書は、平成２６年１０月から平成２７年９月までの１年間に、

秋田県への転入、秋田県外への転出及び県内での移動により市町村に届け

出た転入者及び転出者の御協力を得て、その移動理由を調査しとりまとめ

たものです。

人口に関する統計は、近年の少子・高齢化の状況や地域特性等を把握す

るうえで最も基本的な指標であり、人口移動に関しての基礎資料であるこ

の報告書が、秋田県の人口動態等を収録した冊子「秋田県の人口」ととも

に、広く各分野で御活用いただければ幸いです。
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Ⅰ　調査の概要

１．調査目的

２．調査対象

３．調査事項

４．調査及び集計

５．調査期間

６．調査票回収率

７．調査票の集計方法について

回 収 率
({b/a}×100)

調査票から
集計した

回答者数(b)

県 外 転 入

県 外 転 出

県 内 移 動

合　　計

調査期間中の
実移動者数(a)

転出入区分

県民の県内・県外への移動の理由について、その実態を把握し、行政施策の基礎資料を得る

ことを目的とする。

県内市町村へ住民基本台帳法に基づき届け出た転入者と転出者を対象とする。

（１）転出入区分
①県外からの転入（以下、「県外転入」という。）

②県外への転出（以下、「県外転出」という。）

③県内市町村間での移動（以下、「県内移動(※1)」という。）

※1)「県内移動」では、他市町村からの転入者のみを対象として調査を実施・集計

（２）性別及び年齢
（３）移動の主たる原因者（以下、「移動原因者(※2)」という。）が秋田県出身か否か

(※2)「移動原因者」とは、 ３掲載の調査票において質問２の①欄に記載された者

（４）移動原因者の主な移動理由
（５）仕事の関係で移動する者については、移動前後の事業の種類

県が各市町村へＰ３の調査票による調査を依頼し、市町村において転入または転出の届出を

行う者から任意で調査票に記入してもらい、その調査票を回収し集計した。

平成２６年１０月から平成２７年９月までの１年間

「４．調査及び集計」により集計した回答者数を、別途「秋田県年齢別人口流動調査」によ

り集計した実移動者数で除してこの調査の回収率を算出した。

家族など２人以上の複数人で移動した場合、調査票には移動者全員の性別、年齢を記入する

こととしているが、移動理由については移動原因者のみの理由を選択し回答することとしてい

る。このため、移動原因者と一緒に移動した家族等の理由については、調査票に記載された移

動原因者と同じ理由で移動したとして集計した。

【集計事例】

父、母、子の親子３人家族が父の転勤により移動し、調査票には、「移動原因者」が父で

「移動理由」は「転勤」と回答した場合

→ 移動理由「転勤」で「３人」が移動したと集計

（母と子の移動理由も「転勤」として集計）
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８．移動理由の区分

摘　　　　　　　要

 仕事上の理由

 現在の職業、職場を変えて就職する場合。

 無職の者（学生、生徒を含む）が新たに就職する場合。

 学業上の理由

 ただし、卒業して就職する場合は「就職」に区分。

 家 庭 事 情

 住 宅 事 情  自宅の新築・購入、賃貸住宅等への入居の場合。

 そ  の  他  施設入所、病気療養等の場合。

 なお、「養子縁組」はここに含めて集計している。

９．利用上の注意

卒      業

結婚・離婚

親 と 同 居

子・孫と同居

区    分

転      勤

転業・転職

就      職

家 業 後 継

進学・転校

移動理由は次のように分類し、調査及び集計を行った。

なお、本報告書中においては「その他」を除いて順位付けを行っている。

本文に掲載している割合は、本報告書巻末の「調査集計表」掲載数値を用いて算出し小数点

第２位を四捨五入しているため、本文表中各項目の数字の合計が総数と一致しない場合がある。
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８．移動理由の区分

摘　　　　　　　要

 仕事上の理由
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㊙

秋田県人口移動理由実態調査票

【転入・転出される方へ】　調査票への記入をお願いします。
　・この調査票は、秋田県が転入または転出される方を対象として、その移動理由を調査するためのものです。

　・この調査票に記載された事項は、本調査以外の目的で使用されることはありません。

　・調査票は、移動する世帯ごとに１枚作成し、それぞれの回答欄に記入又は該当する番号に「○」をして下さい。

１．転入・転出区分について、該当する区分の番号を一つだけ○で囲み、その右側に都道府県名または市町村名を記入して下
さい。

※秋田県内の他市町村へ転出される方は調査の対象外 となりますので、この調査票への記入は不要です。

　1　秋田県外の都道府県から転入

　２　秋田県内の他市町村から転入

　３　秋田県外の都道府県へ転出

２．今回一緒に移動される方全員について、「性別」欄の該当する番号を○で囲み、満年齢を記入して下さい。
※２人以上で移動される場合は、今回の移動の原因となる方を「①」欄に記入して下さい。

① 男 ② 男 ③ 男 ④ 男 ⑤ 男 ⑥ 男 ⑦ 男 ⑧ 男

女 歳 女 歳 女 歳 女 歳 女 歳 女 歳 女 歳 女 歳

３．今回の移動の原因となる人（上記２の質問で「①」の欄に記載された方）の出身県は秋田県ですか。
該当する方を○で囲んで下さい。

４．移動の原因となる人について、移動の主な理 ５．左記４の質問で、仕事関係の理由で移動された方は、移
由を一つだけ選び、該当する番号を○で囲ん 動前後における勤務先などの事業の種類をそれぞれ一
で下さい。 つずつ選んで、該当する番号を○で囲んで下さい。

◆仕事関係の理由 ・製造業

・転勤 ・建設業

・転業、転職 ・卸売、小売業、飲食店

・新たに就職（これまで学生か無職） ・サービス業

・家業を継ぐ 　（学校、病院、美容院、クリーニング等）

◆仕事関係以外の理由 ・金融、保険業

・進学転校 ・運輸、通信業（JR、郵便局を含む）

・卒業（卒業後就職した場合は「０３」） ・電気、ガス、熱供給、水道業

・結婚、離婚 ・公務

・養子縁組 ・不動産業

・親と同居 ・農業

・子や孫と同居 ・林業、狩猟業

・自宅の新築、購入 ・漁業、水産養殖業

・貸付住宅などへ入居 ・鉱業（土砂採取業を含む）

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　） ・学生、生徒

・無職

御協力ありがとうございました。
※市町村記入欄

平　成　　　　  年 月 受付

性別 年齢 性別 年齢年齢 性別 年齢

秋田県企画振興部調査統計課

転入
都道府県名

市町村名

転出 都道府県名

はい（０５） いいえ（９９）

性別 年齢 性別性別 年齢 性別 年齢 性別 年齢

移動の主な理由 事業の種類 移動前 移動後

０１ ０１

０１ ０２ ０２

０２ ０３ ０３

０３
０４ ０４

０４

０５ ０５

０５ ０６ ０６

０６ ０７ ０７

０７ ０８ ０８

０８ ０９ ０９

０９ １０ １０

１０ １１ １１

１１ １２ １２

１２ １３ １３

市町村名 コード

１３ １４ １４

１５ １５

「０１」から

「０４」まで

のいずれかに

○をされた方

は、右記５の質

問にも回答して

下さい。
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Ⅱ　調査結果の概要

１．転入・転出区分別移動理由割合

（１）県外転入

（２）県外転出

（３）県内移動

調査期間中の県外転出者総数は 人で、このうち 人 ％ から回答を得た。

県外転出の移動理由で最も多いのは「就職」で ％、次いで「転勤」 ％、「進

学・卒業等」 ％などとなっている。

県外転出者のうち、「仕事の関係」で移動した者は ％で、県外転出者の６割以上が仕

事関係の理由で移動している。

県外転出の移動理由割合を前年と比較してみると、「転業・転職」は ポイント、「就

職」は ポイントそれぞれ前年を上回り、ともに過去 年間で最も高い割合となっている。

また、その他の移動理由では、「転勤」、「進学・卒業等」及び「家族と同居」はいずれ

も前年を下回り過去 年間で最も低い割合となっているほか、「結婚・離婚」も前年を下回っ

ている。なお、「家業後継」及び「住宅事情」は前年と同率であった。

調査期間中の県内移動者総数は 人で、このうち 人 ％ から回答を得た。

県内での移動理由で最も多いのは「転勤」で ％、次いで「結婚・離婚」 ％、

「住宅事情」 ％などとなっている。

県内移動者のうち、「仕事の関係」で移動した者は ％で、県外転入及び県外転出入に

比べ低い割合となっている一方で、仕事以外の「結婚・離婚」、「家族と同居」、「住宅事

情」の合計は ％で過半数となっている。

県内での移動理由割合を前年と比較してみると、「転勤」、「転業・転職」、「就職」の

仕事関係のほか、「家族と同居」及び「住宅事情」が前年を上回っているが、「進学・卒

業」及び「結婚・離婚」は前年を下回っている。このうち、「結婚・離婚」は 年連続で前年

を下回って ％を割り込み、過去 年間で最も低い割合となっている。

調査期間中の県外転入者総数は 人で、このうち 人 ％ から回答を得た。

県外転入の移動理由で最も多いのは「転勤」で ％、次いで「家族と同居」 ％、

「転業・転職」 ％などとなっている。

県外転入者のうち、「仕事の関係」（移動理由が「転勤」「転業・転職」「就職」「家業

後継」である者）で移動した者の割合は合計で ％となって、 年ぶりに ％超となって

いる。

県外転入の移動理由割合を前年と比較してみると、「仕事の関係」に関する移動理由４項

目及び「進学・卒業等」がいずれも前年を上回っている。一方で、仕事関係以外の「結婚・

離婚」、「家族と同居」、「住宅事情」は前年を下回っていて、このうち「家族と同居」は

過去 年間で最も低い割合となっている。

調査対象者を転入・転出区分別に３つに分類し、それぞれの移動理由割合をみると次のよう

になっている。
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Ⅱ　調査結果の概要

１．転入・転出区分別移動理由割合

（１）県外転入

（２）県外転出

（３）県内移動

調査期間中の県外転出者総数は 人で、このうち 人 ％ から回答を得た。

県外転出の移動理由で最も多いのは「就職」で ％、次いで「転勤」 ％、「進

学・卒業等」 ％などとなっている。

県外転出者のうち、「仕事の関係」で移動した者は ％で、県外転出者の６割以上が仕

事関係の理由で移動している。

県外転出の移動理由割合を前年と比較してみると、「転業・転職」は ポイント、「就

職」は ポイントそれぞれ前年を上回り、ともに過去 年間で最も高い割合となっている。

また、その他の移動理由では、「転勤」、「進学・卒業等」及び「家族と同居」はいずれ

も前年を下回り過去 年間で最も低い割合となっているほか、「結婚・離婚」も前年を下回っ

ている。なお、「家業後継」及び「住宅事情」は前年と同率であった。

調査期間中の県内移動者総数は 人で、このうち 人 ％ から回答を得た。

県内での移動理由で最も多いのは「転勤」で ％、次いで「結婚・離婚」 ％、

「住宅事情」 ％などとなっている。

県内移動者のうち、「仕事の関係」で移動した者は ％で、県外転入及び県外転出入に

比べ低い割合となっている一方で、仕事以外の「結婚・離婚」、「家族と同居」、「住宅事

情」の合計は ％で過半数となっている。

県内での移動理由割合を前年と比較してみると、「転勤」、「転業・転職」、「就職」の

仕事関係のほか、「家族と同居」及び「住宅事情」が前年を上回っているが、「進学・卒

業」及び「結婚・離婚」は前年を下回っている。このうち、「結婚・離婚」は 年連続で前年

を下回って ％を割り込み、過去 年間で最も低い割合となっている。

調査期間中の県外転入者総数は 人で、このうち 人 ％ から回答を得た。

県外転入の移動理由で最も多いのは「転勤」で ％、次いで「家族と同居」 ％、

「転業・転職」 ％などとなっている。

県外転入者のうち、「仕事の関係」（移動理由が「転勤」「転業・転職」「就職」「家業

後継」である者）で移動した者の割合は合計で ％となって、 年ぶりに ％超となって

いる。

県外転入の移動理由割合を前年と比較してみると、「仕事の関係」に関する移動理由４項

目及び「進学・卒業等」がいずれも前年を上回っている。一方で、仕事関係以外の「結婚・

離婚」、「家族と同居」、「住宅事情」は前年を下回っていて、このうち「家族と同居」は

過去 年間で最も低い割合となっている。

調査対象者を転入・転出区分別に３つに分類し、それぞれの移動理由割合をみると次のよう

になっている。

単位：％

 (3,298人)

 (4,676人)

 (3,530人)

◆本文「図１」作成データ　※本文「表１」のデータ引用

県内移動

県外転出

県外転入

表１　転入・転出区分別移動理由割合（平成27年）

移　　　動　　　理　　　由

区 分 総　数
仕  事  の  関  係 進  学

・
卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他

県外
転入

転 勤
転業・
 転職

就 職
家 業
後 継

県外
転出

※「総数」欄下段に記載の（）内数値は本調査の回答者数である。

県内
移動

23.7  

19.7  

転勤 24.3  

5.6  

12.7  

転業・転職 16.6  

4.9  

34.0  

就職 8.7  2.9 

1.9  

14.4  

7.2  

19.7 

6.3 

結婚・離婚 
7.0 

16.5 

5.1 

家族と同居 21.3 

17.1 

3.0 

3.0 

10.2 

4.6 

その他 
8.9 

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％ 

県内移動 

県外転出 

県外転入 

図１ 転入・転出区分別移動理由割合（平成 年） 

家業後継 進学・卒業 住宅事情 

0.5 

仕 事 の 関 係
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図２　直近５年間の転入・転出区分別移動理由割合の推移

24.3

23.0

22.5

25.5

転勤 22.9

16.6

16.1

15.4

16.0

転業・転職 14.4

8.7

8.3

7.8

7.5

就職

6.4

2.9

2.5

2.4

2.9

7.2

6.1

5.6

5.8

5.3

7.0

7.3

7.8

7.2

7.8

21.3

22.9

23.4

21.8

家族と同居 26.5

3.0

4.1

4.4

4.1

3.7

8.9

9.7

10.7

9.1

その他 10.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

27年

26年

25年

24年

平成23年

家業後継 2.3

進学・卒業等

結婚・離婚 住宅事情
【県外転入】

19.7

20.3

22.0

23.5

転勤 22.2

12.7

11.5

10.6

9.3

9.6

34.0

32.0

32.0

31.0

就職 30.2

0.1

0.1

0.2

0.3

14.4

14.6

14.6

14.7

進学・卒業 17.2

6.3

6.6

7.0

6.0

6.8

5.1

6.2

5.3

6.6

5.8

3.0

3.0

2.8

3.0

4.6

5.9

5.4

5.7

その他 5.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

27年

26年

25年

24年

平成23年

家業後継 0.1
住宅事情

2.6

家族と同居【県外転出】
結婚・離婚転業・転職

23.7

23.6

25.6

25.1

転勤 24.7

5.6

5.4

5.7

4.0 

4.1

4.9

4.1

3.6

3.9

1.9 

2.0 

1.7 

2.5 

19.7 

21.8 

23.2 

23.9 

結婚・離婚 23.6 

16.5 

15.3 

15.9 

16.0 

家族と同居 17.1 

17.1 

17.0 

14.2 

14.0 

住宅事情 17.0 

10.2 

10.2 

9.5 

9.9 

その他 7.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

27年

26年

25年

24年

平成23年

進学・卒業等 2.0

就職 3.1 家業後継 0.6

0.7

【県内移動】
転業・転職

0.6

0.5

0.5
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２．年齢階級別移動理由割合

（１）県外転入

調査対象者を転入・転出区分ごとに８つの年齢階級に分類し、それぞれの回答者について移動

理由割合をみると次のようになっている。

回答のあった県外転入者 人 について、回答者の年齢階級別割合をみると、 ～ 歳

が ％で最も多く、次いで ～ 歳が ％、 ～ 歳が ％などとなっている。

次に、回答者数割合の高い上記の年齢階級についてそれぞれ移動理由割合をみると、 ～

歳では「転勤」が ％で最も多く、次いで「家族と同居」 ％などとなっている。

また ～ 歳では「就職」が ％で最も多く、次いで「転業・転職」 ％となってい

て、 ～ 歳では「転勤」が ％で最も多く、次いで「家族と同居」 ％などとなっ

ている。

このほかの年齢階級についてみると、 ～ 歳では「進学・卒業等」が 、 ～ 歳及び

～ 歳では「転勤」が、 歳以上では「家族と同居」が最も多くなっている。

転勤 転業・転職 結婚・離婚 家族と同居 その他 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

歳以上

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

図２－１ 年齢階級別移動理由割合－県外転入（平成 年）  

就職 進学・卒業等 住宅事情 

家業後継 

単位：％

 0～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

年齢不詳

表２－１　年齢階級別移動理由割合－県外転入(平成27年)

年齢階級
年  齢
階級別
割  合

 移　　動　　の　　理　　由

仕　事　の　関　係
進  学
・

卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他

転 勤
転 業
・

転 職
就 職

家 業

後 継
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（２）県外転出

回答のあった県外転出者 人 について、回答者の年齢階級別割合をみると、 ～ 歳

が ％で最も多く、次いで ～ 歳が ％、 ～ 歳が ％などとなっている。

次に、回答者数割合の高い上記の年齢階級についてそれぞれ移動理由割合をみると、 ～

歳では「就職」が ％と最も多く、次いで「転業・転職」 ％などとなっている。ま

た、 ～ 歳では「進学・卒業等」が ％で最も多く、次いで「就職」 ％など、上

位２つの移動理由でこの年齢階級の 割以上を占めている。そして、 ～ 歳では「転勤」が

％で最も多く、次いで「転業・転職」 ％などとなっている。

このほかの年齢階級についてみると、 ～ 歳、 ～ 歳、 ～ 歳及び ～ 歳では「転

勤」が最も多く、特に ～ 歳では ％を超えている。また、 歳以上では「家族と同居」

が ％で最も多くなっている。

転勤 転業・転職 結婚・離婚 住宅事情 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

歳以上

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

図２－２ 年齢階級別移動理由割合－県外転出（平成 年）  

就職 進学・卒業等 その他 

家族と同居 

単位：％

 0～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

年齢不詳

表２－２　年齢階級別移動理由割合－県外転出(平成27年)

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他

転 勤
転 業
・

転 職
就 職

家 業

後 継

年齢階級
年  齢
階級別
割  合

 移　　動　　の　　理　　由

仕　事　の　関　係

進  学
・

卒業等

（３）県内移動

回答のあった県内移動者 人 について、回答者の年齢階級別割合をみると、 ～

歳が ％で最も多く、次いで ～ 歳が ％、 ～ 歳が ％などとなっている。

次に、回答者数割合の高い上記の年齢階級についてそれぞれ移動理由割合をみると、 ～

歳では「結婚・離婚」が ％で最も多く、次いで「転勤」 ％などとなっている。

また、 ～ 歳でも「結婚・離婚」が ％で最も多く、次いで「転勤」 ％などと

なっていて、 ～ 歳では「転勤」が ％で最も多く、次いで「住宅事情」 ％など

となっている。

県内移動では、県外転入や県外転出では上位に入らなかった「結婚・離婚」の割合が各年

齢階級で高い傾向にある。特に ～ 歳代では「結婚・離婚」がいずれも ％超となって移

動理由の上位を占めている。

転勤 結婚・離婚 家族と同居 住宅事情 その他 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

歳以上

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

～ 歳

図２－３ 年齢階級別移動理由割合－県内移動（平成 年）  

就職

進学・卒業等 住宅事情 

家業後継 

転業・転職 

家業後継 

単位：％

 0～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

年齢不詳

転 勤
転 業
・

転 職
就 職

家 業

後 継

表２－３　年齢階級別移動理由割合－県内移動(平成27年)

年齢階級
年  齢
階級別
割  合

 移　　動　　の　　理　　由

仕　事　の　関　係

進  学
・

卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他
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（３）県内移動

回答のあった県内移動者(3,530人)について、回答者の年齢階級別割合をみると、30～39

歳が 25.5％で最も多く、次いで25～29歳が 16.4％、0～14歳が 14.6％などとなっている。

次に、回答者数割合の高い上記の年齢階級についてそれぞれ移動理由割合をみると、30～

39歳では「結婚・離婚」が 26.2％で最も多く、次いで「転勤」 25.9％などとなっている。

また、25～29歳でも「結婚・離婚」が 32.4％で最も多く、次いで「転勤」 26.0％などと

なっていて、0～14歳では「転勤」が 26.7％で最も多く、次いで「住宅事情」 23.0％など

となっている。

県内移動では、県外転入や県外転出では上位に入らなかった「結婚・離婚」の割合が各年

齢階級で高い傾向にある。特に20～30歳代では「結婚・離婚」がいずれも20％超となって移

動理由の上位を占めている。

転勤 結婚・離婚 家族と同居 住宅事情 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上

50～59歳

40～49歳

30～39歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

0～14歳

図２－３ 年齢階級別移動理由割合－県内移動（平成27年）

就職

進学・卒業等 住宅事情転業・転職

家業後継

単位：％

 0～14歳 14.6 26.7 3.7 0.8 0.8 2.3 14.0 21.2 23.0 7.6

15～19歳 4.5 11.3 3.8 11.3 0.0 17.5 16.9 18.8 12.5 8.1

20～24歳 13.3 17.4 7.9 25.9 0.6 3.2 20.4 12.3 8.3 4.0

25～29歳 16.4 26.0 7.6 2.1 0.5 0.5 32.4 13.6 12.8 4.5

30～39歳 25.5 25.9 5.4 0.9 0.4 0.2 26.2 16.4 18.5 6.0

40～49歳 10.0 35.8 5.1 0.9 0.6 1.4 15.6 15.1 19.9 5.7

50～59歳 5.7 39.8 8.0 1.5 0.5 0.5 6.5 17.9 12.4 12.9

60歳以上 9.7 2.0 2.9 1.2 0.0 0.0 2.0 19.8 25.6 46.5

年齢不詳 0.2 28.6 0.0 0.0 0.0 0.0 28.6 0.0 14.3 28.6

転 勤
転 業
・

転 職
就 職

家 業

後 継

表２－３　年齢階級別移動理由割合－県内移動(平成27年)

年齢階級
年  齢
階級別
割  合

 移　　動　　の　　理　　由

仕　事　の　関　係

進  学
・

卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他
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３．男女別移動理由割合

（１）県外転入

男の移動理由で最も多いのは「転勤」で ％、次いで「転業・転職」 ％、「家族

と同居」 ％などとなっている。また、女の移動理由で最も多いのは「家族と同居」で

％、次いで「転業・転職」 ％、「結婚・離婚」 ％などとなっている。

男女別に移動理由割合をみると、男では「仕事の関係」の移動理由が、女では「仕事の関

係」以外の移動理由が概ね高くなっている。なお、移動理由が「仕事の関係」である割合は

男が ％、女は ％となっていて、男が 割超となっているのに対し女は男より

ポイント低くなっている。

また、それぞれの移動理由割合について男女差をみると、男女差が最も大きいのは「転

勤」で男が女を ポイント上回っている。次いで男女差が大きいのは「結婚・離婚」であ

るが、こちらは女が男を ポイント上回っている。

回答者のうち移動原因者（Ｐ１ ３ ３ 参照）について、転入・転出区分ごとに男女別の移動

理由割合をみると次のようになっている。

単位：％、ポイント

男

女

男女差
(男－女)

－ △ 4.9 △ 11.2 △ 7.0 △ 5.6

表３－１　男女別移動理由割合－県外転入(平成27年)

移　　　動　　　の　　　理　　　由

性 別 総 数
仕  事  の  関  係 進  学

・
卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他

転 勤
転業・
 転職

就 職
家 業
後 継

転勤 転業・転職 就職 家業後継 進学・卒業等 結婚・離婚 家族と同居 住宅事情 その他

図３－１ 男女別移動理由割合－県外転入（平成 年）
男 女（％） 
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３．男女別移動理由割合

（１）県外転入

男の移動理由で最も多いのは「転勤」で ％、次いで「転業・転職」 ％、「家族

と同居」 ％などとなっている。また、女の移動理由で最も多いのは「家族と同居」で

％、次いで「転業・転職」 ％、「結婚・離婚」 ％などとなっている。

男女別に移動理由割合をみると、男では「仕事の関係」の移動理由が、女では「仕事の関

係」以外の移動理由が概ね高くなっている。なお、移動理由が「仕事の関係」である割合は

男が ％、女は ％となっていて、男が 割超となっているのに対し女は男より

ポイント低くなっている。

また、それぞれの移動理由割合について男女差をみると、男女差が最も大きいのは「転

勤」で男が女を ポイント上回っている。次いで男女差が大きいのは「結婚・離婚」であ

るが、こちらは女が男を ポイント上回っている。

回答者のうち移動原因者（Ｐ１ ３ ３ 参照）について、転入・転出区分ごとに男女別の移動

理由割合をみると次のようになっている。

単位：％、ポイント

男

女

男女差
(男－女)

－ △ 4.9 △ 11.2 △ 7.0 △ 5.6

表３－１　男女別移動理由割合－県外転入(平成27年)

移　　　動　　　の　　　理　　　由

性 別 総 数
仕  事  の  関  係 進  学

・
卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他

転 勤
転業・
 転職

就 職
家 業
後 継

転勤 転業・転職 就職 家業後継 進学・卒業等 結婚・離婚 家族と同居 住宅事情 その他

図３－１ 男女別移動理由割合－県外転入（平成 年）
男 女（％） 

（２）県外転出

男の移動理由で最も多いのは「就職」で ％、次いで「転勤」 ％、「進学・卒業

等」 ％などとなっている。また、女の移動理由で最も多いのも「就職」で ％、次

いで「進学・卒業等」 ％、「結婚・離婚」 ％などとなっている。

男は「就職」以外の「転勤」や「転業・転職」など仕事関係が上位を占めているが、女で

は「就職」のほかは「進学・卒業」や「結婚・離婚」など、仕事以外が上位を占めている。

なお、「仕事の関係」の移動理由割合をみてみると、男は ％、女は ％となってお

り、ともに県外転入を大きく上回っている。

また、それぞれの移動理由割合について男女差をみると、男女差が最も大きいのは「転

勤」で男が女を ポイント上回っている。次いで男女差が大きいのは「結婚・離婚」で、

こちらは女が男を ポイント上回っている。

単位：％、ポイント

男

女

男女差
(男－女)

－ △ 3.8 △ 2.2 △ 9.5 △ 1.9 △ 3.9

住 宅

事 情
その他

転 勤
転業・
 転職

就 職
家 業
後 継

家 族
と

同 居

性 別 総 数
仕  事  の  関  係 進  学

・
卒業等

結 婚
・

離 婚

移　　　動　　　の　　　理　　　由

表３－２　男女別移動理由割合－県外転出(平成27年)

転勤 転業・転職 就職 家業後継 進学・卒業

等

結婚・離婚 家族と同居 住宅事情 その他

図３－２ 男女別移動理由割合－県外転出（平成 年）
男 女（％） 
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（３）県内移動

男の移動理由で最も多いのは「転勤」で ％、次いで「住宅事情」 ％、「家族と

同居」 ％などとなっている。また、女の移動理由で最も多いのは「結婚・離婚」で

％、次いで「家族と同居」 ％、「転勤」 ％などとなっている。

男は県外転入及び県外転出に続いて仕事関係の「転勤」が最も多くなったが、２番目以降

は仕事以外の理由が続いており、「仕事の関係」で移動した割合は ％で県外転出入に比

べ低くなっている。

また、女は県外転出入と同様に仕事以外の割合が高い傾向にあり、「仕事の関係」で移動

した割合は ％に止まっている。

なお、それぞれの移動理由割合について男女差をみると、男女差が最も大きいのは「結

婚・離婚」で女が男を ポイント上回っている。「結婚・離婚」は県外転出入でも男女差

が比較的大きい移動理由であったが、県内移動では男女差がより一層拡大している。

単位：％、ポイント

男

女

男女差
(男－女)

－ △ 26.5 △ 2.1 △ 3.9

表３－３　男女別移動理由割合－県内移動(平成27年)

移　　　動　　　の　　　理　　　由

性 別 総 数
仕  事  の  関  係 進  学

・
卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他

転 勤
転業・
 転職

就 職
家 業
後 継

転勤 転業・転職 就職 家業後継 進学・卒業等 結婚・離婚 家族と同居 住宅事情 その他

図３－３ 男女別移動理由割合－県内移動（平成 年）
男 女（％） 

（４）移動理由割合の年間比較

①県外転入

②県外転出

③県内移動

前年に比べ増減幅が最も大きい移動理由は、男では「転勤」で ポイントの増加、

女では「進学・卒業等」で ポイントの増加となっている。

転入・転出入区分別に男女の移動理由割合を前年（平成 年）と比較すると、次のように

なっている。

※「増減」欄は、いずれも各移動理由割合の『 平成 年 － 平成 年 』である。

前年に比べ増減幅が最も大きい移動理由は、男では「転業・転職」で ポイントの

増加、女では「就職」で ポイントの増加となっている。

前年に比べ増減幅が最も大きい移動理由は、男では「就職」で ポイントの増加、

女は「結婚・離婚」で ポイントの減少となっている。

単位：％、ポイント

平成26年

男 平成27年

増　 減 △ 0.6 △ 1.9 △ 1.2 △ 2.1

平成26年

女 平成27年

増　 減 △ 0.1 △ 0.1 △ 0.6 △ 0.2 △ 1.8 △ 0.2

表３－４　直近２カ年の男女別移動理由割合の比較－県外転入

移　　　動　　　の　　　理　　　由

性　別 年　次
仕  事  の  関  係 進  学

・
卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他

転 勤
転業・
 転職

就 職
家 業
後 継

単位：％、ポイント

平成26年

男 平成27年

増　 減 △ 0.2 △ 0.5 △ 0.2 △ 1.5

平成26年

女 平成27年

増　 減 △ 0.6 △ 0.4 △ 0.3 △ 1.4 △ 0.1 △ 0.7

住 宅

事 情
その他

転 勤
転業・
 転職

就 職
家 業
後 継

家 族
と

同 居

性　別 年　次
仕  事  の  関  係 進  学

・
卒業等

結 婚
・

離 婚

移　　　動　　　の　　　理　　　由

表３－５　直近２カ年の男女別移動理由割合の比較－県外転出

単位：％、ポイント

平成26年

男 平成27年

増　 減 △ 0.2 △ 0.2 △ 0.2 △ 0.9 △ 0.2 △ 0.9

平成26年

女 平成27年

増　 減 △ 0.9 △ 0.2 △ 3.2

転 勤
転業・
 転職

就 職
家 業
後 継

表３－６　直近２カ年の男女別移動理由割合の比較－県内移動

移　　　動　　　の　　　理　　　由

性　別 年　次
仕  事  の  関  係 進  学

・
卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他
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（３）県内移動

男の移動理由で最も多いのは「転勤」で ％、次いで「住宅事情」 ％、「家族と

同居」 ％などとなっている。また、女の移動理由で最も多いのは「結婚・離婚」で

％、次いで「家族と同居」 ％、「転勤」 ％などとなっている。

男は県外転入及び県外転出に続いて仕事関係の「転勤」が最も多くなったが、２番目以降

は仕事以外の理由が続いており、「仕事の関係」で移動した割合は ％で県外転出入に比

べ低くなっている。

また、女は県外転出入と同様に仕事以外の割合が高い傾向にあり、「仕事の関係」で移動

した割合は ％に止まっている。

なお、それぞれの移動理由割合について男女差をみると、男女差が最も大きいのは「結

婚・離婚」で女が男を ポイント上回っている。「結婚・離婚」は県外転出入でも男女差

が比較的大きい移動理由であったが、県内移動では男女差がより一層拡大している。

単位：％、ポイント

男

女

男女差
(男－女)

－ △ 26.5 △ 2.1 △ 3.9

表３－３　男女別移動理由割合－県内移動(平成27年)

移　　　動　　　の　　　理　　　由

性 別 総 数
仕  事  の  関  係 進  学

・
卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他

転 勤
転業・
 転職

就 職
家 業
後 継

転勤 転業・転職 就職 家業後継 進学・卒業等 結婚・離婚 家族と同居 住宅事情 その他

図３－３ 男女別移動理由割合－県内移動（平成 年）
男 女（％） 

（４）移動理由割合の年間比較

①県外転入

②県外転出

③県内移動

前年に比べ増減幅が最も大きい移動理由は、男では「転勤」で ポイントの増加、

女では「進学・卒業等」で ポイントの増加となっている。

転入・転出入区分別に男女の移動理由割合を前年（平成 年）と比較すると、次のように

なっている。

※「増減」欄は、いずれも各移動理由割合の『 平成 年 － 平成 年 』である。

前年に比べ増減幅が最も大きい移動理由は、男では「転業・転職」で ポイントの

増加、女では「就職」で ポイントの増加となっている。

前年に比べ増減幅が最も大きい移動理由は、男では「就職」で ポイントの増加、

女は「結婚・離婚」で ポイントの減少となっている。

単位：％、ポイント

平成26年

男 平成27年

増　 減 △ 0.6 △ 1.9 △ 1.2 △ 2.1

平成26年

女 平成27年

増　 減 △ 0.1 △ 0.1 △ 0.6 △ 0.2 △ 1.8 △ 0.2

表３－４　直近２カ年の男女別移動理由割合の比較－県外転入

移　　　動　　　の　　　理　　　由

性　別 年　次
仕  事  の  関  係 進  学

・
卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他

転 勤
転業・
 転職

就 職
家 業
後 継

単位：％、ポイント

平成26年

男 平成27年

増　 減 △ 0.2 △ 0.5 △ 0.2 △ 1.5

平成26年

女 平成27年

増　 減 △ 0.6 △ 0.4 △ 0.3 △ 1.4 △ 0.1 △ 0.7

住 宅

事 情
その他

転 勤
転業・
 転職

就 職
家 業
後 継

家 族
と

同 居

性　別 年　次
仕  事  の  関  係 進  学

・
卒業等

結 婚
・

離 婚

移　　　動　　　の　　　理　　　由

表３－５　直近２カ年の男女別移動理由割合の比較－県外転出

単位：％、ポイント

平成26年

男 平成27年

増　 減 △ 0.2 △ 0.2 △ 0.2 △ 0.9 △ 0.2 △ 0.9

平成26年

女 平成27年

増　 減 △ 0.9 △ 0.2 △ 3.2

転 勤
転業・
 転職

就 職
家 業
後 継

表３－６　直近２カ年の男女別移動理由割合の比較－県内移動

移　　　動　　　の　　　理　　　由

性　別 年　次
仕  事  の  関  係 進  学

・
卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他
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４．秋田県出身者の移動理由割合

（１）転入・転出区分別移動理由割合

①県外転入

②県外転出

移動原因者が秋田県の出身である者について、（１）転入・転出区分別、（２）男女別、

（３）年齢階級別 にそれぞれ移動理由割合をみると次のようになっている。

県外転入の移動理由割合で最も多いのは「家族と同居」の ％、次いで「転業・転

職」 ％、「転勤」 ％などとなっている。

県外転入の移動理由割合を秋田県出身者以外の人も含めた全回答者（ ～ 参照）と比較

すると、「家族と同居」は ポイント、「転業・転職」は ポイントそれぞれ秋田県

出身者の方が高くなっているが、「転勤」は ポイント秋田県出身者の方が低くなって

いる。

県外転出の移動理由割合で最も多いのは「就職」の ％、次いで「進学・卒業等」

％、「転業・転職」 ％などとなっている。

県外転出の移動理由割合を秋田県出身者以外の人も含めた全回答者（ ～ 参照）と比較

すると、「就職」は ポイント、「進学・卒業等」は ポイント、「転業・転職」は

ポイントそれぞれ秋田県出身者の方が高くなっている。

単位：％
移　　　　　　動　　　　　　の　　　　　　理　　　　　　由

仕　　事　　の　　関　　係

県外転入

県外転出

就 職
家 業
後 継

表４－１　秋田県出身者の移動理由割合(平成27年)

区　分 総　数 進　学
・

卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他

転 勤
転 業・
  転 職

10.0

転勤

13.0

転業・転職

43.7

就職

0.1 18.2

進学・卒業

5.8

6.3

3.9

5.1

2.1
3.3

その他

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％ 

県外転入者 
（秋田県出身者） 

県外転入者 
（全回答者） 

図４－１_２ 県外転出の移動理由割合－全数、秋田県出身者（平成 年） 

家業後継

住宅事情 
      

家族と同居 

結婚・離婚 

13.3

転勤

21.6

転業・転職

9.7

就職

3.8
4.3

7.2

4.9

7.0

30.0

家族と同居

2.4 10.1

その他

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％ 

県外転入者 
（秋田県出身者） 

県外転入者 
（全回答者） 

図４－１_１ 県外転入の移動理由割合－全数、秋田県出身者（平成 年） 

家業後継

進学・卒業 住宅事情 
      結婚・離婚 
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４．秋田県出身者の移動理由割合

（１）転入・転出区分別移動理由割合

①県外転入

②県外転出

移動原因者が秋田県の出身である者について、（１）転入・転出区分別、（２）男女別、

（３）年齢階級別 にそれぞれ移動理由割合をみると次のようになっている。

県外転入の移動理由割合で最も多いのは「家族と同居」の ％、次いで「転業・転

職」 ％、「転勤」 ％などとなっている。

県外転入の移動理由割合を秋田県出身者以外の人も含めた全回答者（ ～ 参照）と比較

すると、「家族と同居」は ポイント、「転業・転職」は ポイントそれぞれ秋田県

出身者の方が高くなっているが、「転勤」は ポイント秋田県出身者の方が低くなって

いる。

県外転出の移動理由割合で最も多いのは「就職」の ％、次いで「進学・卒業等」

％、「転業・転職」 ％などとなっている。

県外転出の移動理由割合を秋田県出身者以外の人も含めた全回答者（ ～ 参照）と比較

すると、「就職」は ポイント、「進学・卒業等」は ポイント、「転業・転職」は

ポイントそれぞれ秋田県出身者の方が高くなっている。

単位：％
移　　　　　　動　　　　　　の　　　　　　理　　　　　　由

仕　　事　　の　　関　　係

県外転入

県外転出

就 職
家 業
後 継

表４－１　秋田県出身者の移動理由割合(平成27年)

区　分 総　数 進　学
・

卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他

転 勤
転 業・
  転 職

10.0

転勤

13.0

転業・転職

43.7

就職

0.1 18.2

進学・卒業

5.8

6.3

3.9

5.1

2.1
3.3

その他

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％ 

県外転入者 
（秋田県出身者） 

県外転入者 
（全回答者） 

図４－１_２ 県外転出の移動理由割合－全数、秋田県出身者（平成 年） 

家業後継

住宅事情 
      

家族と同居 

結婚・離婚 

13.3

転勤

21.6

転業・転職

9.7

就職

3.8
4.3

7.2

4.9

7.0

30.0

家族と同居

2.4 10.1

その他

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％ 

県外転入者 
（秋田県出身者） 

県外転入者 
（全回答者） 

図４－１_１ 県外転入の移動理由割合－全数、秋田県出身者（平成 年） 

家業後継

進学・卒業 住宅事情 
      結婚・離婚 

（２）男女別移動理由割合

①県外転入

男で最も多いのは「家族と同居」で ％、以下「転業・転職」 ％、「転勤」

％などとなっている。

女で最も多いのも「家族と同居」で ％、以下「転業・転職」 ％、「結婚・離

婚」 ％などとなっている。

男は「仕事の関係」と回答した人の割合の合計が ％で過半数となっているのに対し

女は ％に止まっていて、男女差は ポイントとなっている。

一方、女は「進学・卒業等」、「結婚・離婚」及び「家族と同居」と回答した人の合計

が ％となっていて、仕事以外の移動理由の合計が ％超となっている。

なお、男女差が最も大きい移動理由は「転勤」で、男が女を ポイント上回ってい

て、これに次いで男女差が大きいのは「転業・転職」で、こちらも男が女を ポイント

上回っている。

転勤 転業・転職 就職 家業後継 進学・卒業 結婚・離婚 家族と同居 住宅事情 その他

図４－２ 秋田県出身者の男女別移動理由割合－県外転入（平成 年）

男 女
（％）

単位：％、ポイント

移　　　　　　動　　　　　　の　　　　　　理　　　　　　由

仕　　事　　の　　関　　係

男

女

男女差
(男－女)

－ ▲ 2.4 ▲ 8.6 ▲ 7.8 ▲ 7.1

表４－２　秋田県出身者の男女別移動理由割合－県外転入(平成27年)

性　別 総　数
進　学

・
卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他

転 勤
転 業・
  転 職

就 職
家 業
後 継
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②県外転出

男で最も多いのは「就職」で ％、以下「進学・卒業等」 ％、「転勤」及び

「転業・転職」 ％などとなっている。

女で最も多いのも「就職」で ％、以下「進学・卒業等」 ％、「転業・転職」

％などとなっている。

男女とも「就職」が最も多く、これに続くのが「進学・卒業」となっていて、さらに秋

田県出身者の場合は「就職」、「進学・卒業等」ともに女が男を上回っている。

また、「仕事の関係」で移動した人の割合は、男が ％で女が ％となってお

り、男が女を ポイント上回っている。

なお、男女差が最も大きい移動理由は「転勤」で、男が女を ポイント上回ってい

て、これに次いで男女差が大きいのは「結婚・離婚」であるが、こちらは女が男を ポ

イント上回っている。

転勤 転業・転職 就職 家業後継 進学・卒業 結婚・離婚 家族と同居 住宅事情 その他

図４－３ 秋田県出身者の男女別移動理由割合－県外転出（平成 年）

男 女（％） 

単位：％、ポイント

移　　　　　　動　　　　　　の　　　　　　理　　　　　　由

仕　　事　　の　　関　　係

男

女

男女差
(男－女)

－ ▲ 1.9 ▲ 0.6 ▲ 8.8 ▲ 1.8 ▲ 3.2

転 勤
転 業・
  転 職

就 職
家 業
後 継

表４－３　秋田県出身者の男女別移動理由割合－県外転出(平成27年)

性　別 総　数
進　学

・
卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他
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②県外転出

男で最も多いのは「就職」で ％、以下「進学・卒業等」 ％、「転勤」及び

「転業・転職」 ％などとなっている。

女で最も多いのも「就職」で ％、以下「進学・卒業等」 ％、「転業・転職」

％などとなっている。

男女とも「就職」が最も多く、これに続くのが「進学・卒業」となっていて、さらに秋

田県出身者の場合は「就職」、「進学・卒業等」ともに女が男を上回っている。

また、「仕事の関係」で移動した人の割合は、男が ％で女が ％となってお

り、男が女を ポイント上回っている。

なお、男女差が最も大きい移動理由は「転勤」で、男が女を ポイント上回ってい

て、これに次いで男女差が大きいのは「結婚・離婚」であるが、こちらは女が男を ポ

イント上回っている。

転勤 転業・転職 就職 家業後継 進学・卒業 結婚・離婚 家族と同居 住宅事情 その他

図４－３ 秋田県出身者の男女別移動理由割合－県外転出（平成 年）

男 女（％） 

単位：％、ポイント

移　　　　　　動　　　　　　の　　　　　　理　　　　　　由

仕　　事　　の　　関　　係

男

女

男女差
(男－女)

－ ▲ 1.9 ▲ 0.6 ▲ 8.8 ▲ 1.8 ▲ 3.2

転 勤
転 業・
  転 職

就 職
家 業
後 継

表４－３　秋田県出身者の男女別移動理由割合－県外転出(平成27年)

性　別 総　数
進　学

・
卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他

（３）年齢階級別移動理由割合

①県外転入

②県外転出

回答者の年齢階級別割合をみると、 ～ 歳が ％で最も多く、次いで ～ 歳が

％、 ～ 歳が ％などとなっている。

次に、回答者数割合の高い上記の年齢階級についてそれぞれ移動理由割合をみると、

～ 歳では「就職」が ％で最も多く、次いで「転業・転職」 ％などとなってい

る。また、 ～ 歳では「家族と同居」が ％で最も多く、次いで「転業・転職」が

％などとなっている。そして ～ 歳でも「家族と同居」が ％で最も多く、次

いで「転業・転職」 ％などとなっている。

回答者の年齢階級別割合をみると、 ～ 歳が ％で最も多く、次いで ～ 歳が

％、 ～ 歳が ％などとなっている。

次に、回答者数割合の高い上記の年齢階級についてそれぞれ移動理由割合をみると、

～ 歳では「就職」が ％で最も多く、次いで「進学・卒業等」 ％などとなってい

る。また、 ～ 歳では「進学・卒業等」が ％で最も多く、次いで「就職」 ％

などとなっている。そして、 ～ 歳では「転業・転職」が ％で最も多く、次いで

「転勤」 ％などとなっている。

単位：％

 0～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

年齢不詳

表５－１　秋田県出身者の年齢階級別移動理由割合－県外転入(平成27年)

年齢階級
年  齢
階級別
割  合

 移　　動　　の　　理　　由

仕　事　の　関　係
進  学

・
卒業等

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他

転 勤
転 業
・

転 職
就 職

家 業

後 継

単位：％

 0～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

年齢不詳

表５－２　秋田県出身者の年齢階級別移動理由割合－県外転出(平成27年)

結 婚
・

離 婚

家 族
と

同 居

住 宅

事 情
その他

転 勤
転 業
・

転 職
就 職

家 業

後 継

年齢階級
年  齢
階級別
割  合

 移　　動　　の　　理　　由

仕　事　の　関　係
進  学

・
卒業等
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５．「仕事の関係」で移動した者の就業状態（転勤を除く）

（１）県外転入

（２）県外転出

（３）県内移動

移動原因者について、「仕事の関係」で移動した者のうち、移動理由が「転勤」以外の「転

業・転職」「就職」「家業後継」である者の移動前後の就業状態を転入・転出区分ごとにみる

と、次のようになっている。

県外から転入してきた者について、移動前後の産業別就業者割合をみると、すべての産業

においていずれも移動後に増加しており、増加幅が最も大きいのは第１次産業で ポイン

ト、次いで第３次産業の ポイント、第２次産業の ポイントとなっている。

次に、移動前後の事業別就業者割合をみると、増加幅が最も大きかったのは「農業」で

ポイントの増加、次いで「公務」が ポイントの増加などとなっている。一方、減少幅

が最も大きかったのは「卸売・小売業、飲食業」で ポイントの減少、次いで「建設業」

が ポイントの減少などとなっている。

なお、移動前後における就業者の割合は、移動前が ％、移動後が ％となってい

て、移動後に ポイント増加している。

県外へ転出した者の就業状況をみると、就業・非就業の状況が移動前後で大きく変動して

いる。移動前の就業者割合は ％であったが移動後は ％となり ポイント増加し

ている。また、産業別に移動前後の就業者割合をみると、第１次産業は ポイント減少し

ているが、第２次産業では ポイント、第３次産業では ポイントそれぞれ増加して

いる。

次に、移動前後の事業別就業者割合をみると、「林業」を除くすべての事業で移動後に就

業者割合が増加しており、このうち増加幅が最も大きかったのは「サービス業」で ポイ

ントの増加、次いで「製造業」が ポイントの増加、「卸売・小売業、飲食業」が ポ

イントの増加などとなっている。

「仕事の関係」で県内移動した者の就業状況も、移動前後で就業・非就業の状況が大きく

変動している。就業者割合は移動後に ％となって、移動前から ポイント増加して

いる。また、すべての産業で移動後に就業者割合が増加していて、第３次産業では ポイ

ントの増加となっている。

次に、移動前後の事業別就業者割合をみると、「電気・ガス・熱供給・水道業」を除くす

べての事業で増加していて、増加幅が最も大きかったのは「サービス業」で ポイントの

増加、次いで「公務」が ポイントの増加、「卸売・小売業、飲食業」が ポイントの

増加などとなっている。
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５．「仕事の関係」で移動した者の就業状態（転勤を除く）

（１）県外転入

（２）県外転出

（３）県内移動

移動原因者について、「仕事の関係」で移動した者のうち、移動理由が「転勤」以外の「転

業・転職」「就職」「家業後継」である者の移動前後の就業状態を転入・転出区分ごとにみる

と、次のようになっている。

県外から転入してきた者について、移動前後の産業別就業者割合をみると、すべての産業

においていずれも移動後に増加しており、増加幅が最も大きいのは第１次産業で ポイン

ト、次いで第３次産業の ポイント、第２次産業の ポイントとなっている。

次に、移動前後の事業別就業者割合をみると、増加幅が最も大きかったのは「農業」で

ポイントの増加、次いで「公務」が ポイントの増加などとなっている。一方、減少幅

が最も大きかったのは「卸売・小売業、飲食業」で ポイントの減少、次いで「建設業」

が ポイントの減少などとなっている。

なお、移動前後における就業者の割合は、移動前が ％、移動後が ％となってい

て、移動後に ポイント増加している。

県外へ転出した者の就業状況をみると、就業・非就業の状況が移動前後で大きく変動して

いる。移動前の就業者割合は ％であったが移動後は ％となり ポイント増加し

ている。また、産業別に移動前後の就業者割合をみると、第１次産業は ポイント減少し

ているが、第２次産業では ポイント、第３次産業では ポイントそれぞれ増加して

いる。

次に、移動前後の事業別就業者割合をみると、「林業」を除くすべての事業で移動後に就

業者割合が増加しており、このうち増加幅が最も大きかったのは「サービス業」で ポイ

ントの増加、次いで「製造業」が ポイントの増加、「卸売・小売業、飲食業」が ポ

イントの増加などとなっている。

「仕事の関係」で県内移動した者の就業状況も、移動前後で就業・非就業の状況が大きく

変動している。就業者割合は移動後に ％となって、移動前から ポイント増加して

いる。また、すべての産業で移動後に就業者割合が増加していて、第３次産業では ポイ

ントの増加となっている。

次に、移動前後の事業別就業者割合をみると、「電気・ガス・熱供給・水道業」を除くす

べての事業で増加していて、増加幅が最も大きかったのは「サービス業」で ポイントの

増加、次いで「公務」が ポイントの増加、「卸売・小売業、飲食業」が ポイントの

増加などとなっている。

表６－１　移動前後の就業割合－県外転入(平成27年)
単位：％、ポイント

就　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　者

第　 １ 　次 　産 　業 第　 ２ 　次　 産　 業 第　　　３　　　次　　　産　　　業

区　　分 卸売・　 金融・　 運  輸 電気・ガス

小 計 農 業 林 業 漁 業 小 計 鉱 業 建設業 製造業 小 計 小売業、 保険業、 ・ ・熱供給 サービス業 公 務

飲食業　 不動産業 通信業 ・水道業

①移動前

②移動後

増　　減
(②－①)

－ ▲ 0.6 ▲ 1.8 ▲ 0.2 ▲ 0.3 ▲ 14.3

※「非就業者」とは、事業の種類で「学生」または「無職」と回答した者である。

　なお、「非就業者」の中には、事業種類「不詳」の者が含まれている。

非就業者
(※)

総　計 就業者
総　計

7.3 21.5

第 次産業

49.0

第 次産業

22.2

非就業者

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動後 

移動前 

図６－１ 移動前後の産業別就業者割合－県外転入（平成 年） 

第 次産業

0.7 0.0 0.0 0.0

7.3

12.0 11.0

1.8 3.1
1.3

22.3

3.9
6.6

0.5 0.2 0.0

6.7

14.8

9.2

3.4 2.9
1.0

24.4

8.1

0％

10％

20％

30％
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輸
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図６－２ 移動前後の事業別就業者割合－県外転入（平成 年） 
移動前 移動後 
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表６－２　移動前後の就業割合－県外転出(平成27年)
単位：％、ポイント

就　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　者

第　 １ 　次 　産 　業 第　 ２ 　次　 産　 業 第　　　３　　　次　　　産　　　業

区　　分 卸売・　 金融・　 運  輸 電気・ガス

小 計 農 業 林 業 漁 業 小 計 鉱 業 建設業 製造業 小 計 小売業、 保険業、 ・ ・熱供給 サービス業 公 務

飲食業　 不動産業 通信業 ・水道業

①移動前

②移動後

増　　減
(②－①)

－ ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 71.2

※「非就業者」とは、事業の種類で「学生」または「無職」と回答した者である。

　なお、「非就業者」の中には、事業種類「不詳」の者が含まれている。

非就業者
(事業種類
「不詳」
を含む。)

※

総　計 就業者
総　計

0.5 21.8 73.9

第 次産業

3.8

非就業者

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動後 

移動前 

図６－３ 移動前後の産業別就業者割合－県外転出（平成 年） 

第 次産業
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図６－４ 移動前後の事業別就業者割合－県外転出（平成 年） 
移動前 移動後 
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表６－３　移動前後の就業割合－県内移動(平成27年)
単位：％、ポイント

就　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　者

第　 １ 　次 　産 　業 第　 ２ 　次　 産　 業 第　　　３　　　次　　　産　　　業

区　　分 卸売・　 金融・　 運  輸 電気・ガス

小 計 農 業 林 業 漁 業 小 計 鉱 業 建設業 製造業 小 計 小売業、 保険業、 ・ ・熱供給 サービス業 公 務

飲食業　 不動産業 通信業 ・水道業

①移動前

②移動後

増　　減
(②－①)

－ ▲ 0.3 ▲ 45.7

※「非就業者」とは、事業の種類で「学生」または「無職」と回答した者である。

　なお、「非就業者」の中には、事業種類「不詳」の者が含まれている。

非就業者
(事業種類
「不詳」
を含む。)

※

総　計 就業者
総　計

3.4 16.6 73.6

第 次産業

6.4

非就業者

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動後 

移動前 

図６－５ 移動前後の産業別就業者割合－県内移動（平成 年） 
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図６－６ 移動前後の事業別就業者割合－県内移動（平成 年） 
移動前 移動後 
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調　査　集　計　表



単位：人

移　　　　　　　　動　　　　　　　　の　　　　　　　　理　　　　　　　　由

仕  　事　　の　　関　　係 進学・卒業等 家族と同居

転業・ 家業 進学・ 親との 子・孫 その他

  転職 後継   転校 同  居  と同居

【県外転入】
総　　数

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

【県外転出】
総　　数

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

【県内移動】
総　　数

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

表１　　転出入区分・年齢階級別回答者数

区　分 総　数 住宅

事情

結婚
・

離婚卒業就職転勤
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単位：人

移　　　　　　　　動　　　　　　　　の　　　　　　　　理　　　　　　　　由

仕  　事　　の　　関　　係 進学・卒業等 家族と同居

転業・ 家業 進学・ 親との 子・孫 その他

  転職 後継   転校 同  居  と同居

【県外転入】
総　　数

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

【県外転出】
総　　数

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

【県内移動】
総　　数

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

表２－１　　転出入区分・年齢階級別回答者数（移動原因者のみ）

区　分 総　数 結婚
・

離婚

住宅

事情転勤 就職 卒業
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単位：人

移　　　　　　　　動　　　　　　　　の　　　　　　　　理　　　　　　　　由

仕  　事　　の　　関　　係 進学・卒業等 家族と同居

転業・ 家業 進学・ 親との 子・孫 その他

  転職 後継   転校 同  居  と同居

【県外転入】
総　　数

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

【県外転出】
総　　数

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

【県内移動】
総　　数

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

表２－２　　転出入区分・年齢階級別回答者数（移動原因者＝男）

区　分 総　数 結婚
・

離婚

住宅

事情転勤 就職 卒業
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単位：人

移　　　　　　　　動　　　　　　　　の　　　　　　　　理　　　　　　　　由

仕  　事　　の　　関　　係 進学・卒業等 家族と同居

転業・ 家業 進学・ 親との 子・孫 その他

  転職 後継   転校 同  居  と同居

【県外転入】
総　　数

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

【県外転出】
総　　数

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

【県内移動】
総　　数

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

表２－３　　転出入区分・年齢階級別回答者数（移動原因者＝女）

区　分 総　数 結婚
・

離婚

住宅

事情転勤 就職 卒業
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単位：人

移　　　　　　　　動　　　　　　　　の　　　　　　　　理　　　　　　　　由

仕  　事　　の　　関　　係 進学・卒業等 家族と同居

転業・ 家業 進学・ 親との 子・孫 その他

  転職 後継   転校 同  居  と同居

総　　数

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

男

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

女

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

表３－１　秋田県出身者の年齢階級別回答者数（県外転入）

区　分 総　数 結婚
・

離婚

住宅

事情転勤 就職 卒業
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単位：人

移　　　　　　　　動　　　　　　　　の　　　　　　　　理　　　　　　　　由

仕  　事　　の　　関　　係 進学・卒業等 家族と同居

転業・ 家業 進学・ 親との 子・孫 その他

  転職 後継   転校 同  居  と同居

総　　数

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

男

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

女

 0～ 5歳

 6～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

年齢不詳

表３－２　秋田県出身者の年齢階級別回答者数（県外転出）

区　分 総　数 結婚
・

離婚

住宅

事情転勤 就職 卒業
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